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はじめに
食の多様化が進む現在、消費者として有用な情報を取り入れて食品を選択することが重要性を増
している。しかし、市場に出回っている食品の表示、又は食品自体を見て私たちが知ることのでき
る情報は限られている。近年、食品の環境負荷への関心が高まってきているが、客観的に判断でき
るデータは十分ではなく、とくに生産に関する環境負荷・エネルギー投入量は、市場に並んでいる
野菜を見ただけでは知ることはできない。
このような観点から先行研究（西薗、茂木 2006）において、群馬県産の農産物、とくに野菜を
対象に、その生産エネルギーを明らかにしたが、その中で、トマトを加温して温室栽培した場合に
多くのエネルギーが投入されているという事例が見出された??。そこで、本研究では、本県における
トマトの温室栽培の冬期の加温に要するエネルギーについて調査し、その環境負荷の評価を試みた。
また、群馬県における施設園芸の状況（群馬県調べ）を見てみると、生産量、作付け面積とも第
1位は「きゅうり」（6万7,400トン、912ha）、第 2位が「トマト」（2万5,300トン、246ha）となってお
り、主要な生産物であることがわかる。したがって、加温時のエネルギー投入のため環境負荷が大
きいとしても、その生産を制限することは困難であろう。そこで、本研究では、施設園芸の冬期加
温における、バイオマス利用による熱供給の可能性、導入条件などを明らかにすることを試みた。
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方 法
⑴ 農家への聞き取り調査
農家への調査の目的は、トマトの生産行程と燃料使用量の具体的な数値の把握である??。対象農家
は、トマト・ミニトマト栽培において冬期加温を取り入れた施設園芸を行う農家である。
調査票を用いて、高崎市・藤岡市・吉岡町の農家に出向いて対面で聞き取り調査を行い、あわせ
て生産施設を実際にみた。調査項目は次に示すとおりである。
【作物について】
種類、品種、種苗会社
栽培サイクル（播種・定植・収穫期間）、収穫量
受粉方法（マルハナバチまたはホルモン）
【施設について】
面積、軒高、材質（ガラス・プラスチックフィルム・塩ビ）、形状
保温シート、加温設備（本体・ダクト・制御装置）
加温状況（期間・設定温度・燃料使用量）など
調査戸数は 19戸、調査時期は 2006年 9月～11月である。集計ならびに統計処理は、Excel 2003を
用いた。
⑵ 加温エネルギーの算出
トマトは低温に弱いため、温室促成栽培では 11～3月の期間に加温を行う。この時期は育苗、ま
たは収穫の始まる時期にあたり、加温によって維持、成長した木からの収穫が夏まで続くことにな
る。したがって、加温のためのエネルギー投入量は、収穫が続く全期間の出荷量W（kg）に対する
ものと考える。加温にはいずれの農家でも重油ボイラーが用いられており、使用燃料はA重油であ
る??。この加温エネルギーをH（kJ/kg）として、重油の使用量Xリットルと燃料に対する発熱量（A
重油使用）、出荷量W（kg）を用いて以下の計算式で求めた。
H（kJ/kg）＝X（ℓ）×39100/W（kg）
加温設備などの製造・設置に要するエネルギーについては、一定の償却期間を伴うものであるが、
生産物重量あたりの算出を行うことは困難であるため、含めないこととする。
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結果と考察
⑴ トマトの栽培方法
聞き取り調査をした農家では、施設園芸で加温を要するトマトの栽培作型として促成栽培、長期
促成栽培（長段取り）であった??。それぞれの栽培サイクルを表 1に示す。
調査した 19戸のうち促成栽培を採用していたのは 1戸のみで、他はすべて長期促成栽培であっ
た。長期促成栽培は「長段穫り」ともいい、年 1作の典型パターンである。播種を 8～ 9月に行い、
定植はその 1ヶ月後、収穫期間は早ければ 10月下旬、多くは 11月から始まり、同じ木での収穫が翌
年 7月ごろまで続く。この間、トマトは生長とともに順次高いところに花をつけていく（これを 1段、
2段… と数える）ので、収穫しやすいように途中から幹を折り返す。7月以降も収穫を続けること
は可能だが、夏季は温室内の温度管理が難しく高温になりすぎて品質が低下するため、木をすべて
引き抜いて終了とするのが一般的なようである。
表１ 促成栽培・長期促成栽培の栽培サイクル
播 種 定 植 収 穫
促成栽培 12月～翌年 1月 2月 4月～7月
長期促成栽培(長段穫り) 8月～9月 9月～10月 11月～翌年 7月
⑵ 施設の加温の状況
1）加温の目的
①トマトの生育温度の確保
トマトの苗はすべて接ぎ木をしたものを用いる。この接ぎ木・育苗の時期には特に温度管理が重
要であり、通常 12℃以上が必要である。収穫期にはトマトで 5℃以上、ミニトマトでは 10℃以上の
温度でなければ順調に生育しない。
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図１ トマト栽培のようす
長段穫りで折り返された幹1段目の花
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また、順調であれば冬を越した木からの収穫が夏まで続くので、早い時期に寒波が来たり、冬季
に加温装置の故障などがあって枯死させてしまうと、それ以降の収穫が望めなくなり大きな痛手と
なる。したがって、温度制御の失敗は一度でも許されない。
②マルハナバチの活動促進
トマトの結実のためには、マルハナバチを温室内に放して受粉させる方法と、ホルモン処理によ
る方法が行われている。前者の場合、受粉用マルハナバチの生存と活動のためには、10℃以上とす
ることが必要である。
③湿度調節
湿度が高すぎると病気発生の原因となるため、湿度を低下させる目的で加温を行うことがある。
2）加温期間・時間
通常、11月から 3月の夜間に加温をする。日中は、日射があれば冬季でも温室内の温度は 30℃を
超え暑いぐらいである。
3）加温設備
調査したすべての施設で、重油ボイラー・送風機で温風を生成し、ダクトで送風する方法で行っ
ていた。ダクトの配置は農家によってさまざまな工夫がみられる。使用燃料はA重油（熱量 39,
100kJ/ℓ）である。
接ぎ木した苗
接ぎ木の品種例
図２ 育苗のようす
222 西 薗 大 実
温度制御にはサーモスタットが用いられ、設定温度以下になると自動点火する。設定温度は、安
全をみてやや高めに設定しており、トマトでは 6.5～ 8℃、ミニトマトでは 11～12℃であった。マル
ハナバチによる受粉を行っている場合には 10℃以上に設定していた。
重油ボイラ ・ー送風機は、不意の故障に備えて、1台でも不足のない能力のものを 1施設に 2台設
置していた。また、夜中（無人運転中）に不作動などの異常があれば、携帯電話に自動通報が入る
仕組みを設置していた。このように、フェイルセーフが二重にかかっており、確実な加温が行われ
るようになっている。
4）年間重油使用量
聞き取り調査の結果、重油使用量は、トマト栽培施設では 10aあたり 3～ 5㎘/年、ミニトマト栽
重油ボイラー・送風機 温風ダクト・吹き出し口
図３ 加温設備
重油タンク（1.9㎘)
温度制御・不作動警報装置
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培施設では 10aあたり 8～12㎘/年であった。
このように、施設によって重油使用量の変動がある要因について検討を行った。
作物については、トマトとミニトマトでは加温の設定温度に 3度以上の差があるため重油使用量
も大きく異なる。
温度制御については、恒温管理（夜間の設定温度を一貫して同じ温度にする：1段サーモ）のと変
温管理（夕方から朝まで、時間ごとに段差をつけて温度設定をする：多段サーモ）を採用している
農家があり、変温管理を取り入れている農家では重油使用量が少なかった。
温室の形状では、軒高が高い施設の方が燃料使用量が少ない傾向がみられた。温室の面積はどの
施設も 20～30a（2～ 3反）の範囲にある。1970～1980年代に造られた温室の軒高は 2～2.5mと低
く、近年の温室の軒高は 4m程度と高い。高軒高の温室は容積が大きい分、昼間の蓄熱量が大きく、
燃料使用量が少ないと考えられる。
また、断熱カーテンは多くの施設で設置しており、上面はスイッチひとつで開閉、側面は固定が
一般的である。材質は半透明ポリエチレンフィルムが多いがアルミ蒸着遮光フィルムを併用してい
る例もあり、さまざまである。上面の断熱カーテンの層数も 1層から 3層まであり、多層化による
保温性の向上と、頭上空間の確保や湿度（病気発生）のかねあいの中で、各農家が試行錯誤して決
めている。
これらの要因による重油使用量のちがいの大まかな傾向を、表 2に示す。
表２ 栽培方法による重油使用量のちがい
重油使用量 作 物 温度制御 温室軒高 断熱カーテン
多 ミニトマト 恒温管理 低 なし
⬆⬇ ⬆⬇ ⬆⬇ ⬆⬇ ⬆⬇
少 トマト 変温管理 高 あり
低軒高（2.5m）ガラス温室 最近の高軒高（4m）フィルム温室
図４ 施設外観と断熱カーテン
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⑶ 加温に要するエネルギーの環境評価
1）収穫量 1 kgあたりの加温エネルギー量
加温に要する重油使用量の値を、トマト出荷量 1 kgあたりのエネルギー量に換算した。エネル
ギー量の表記はトマト出荷量 1kgあたりのエネルギー量（kJ）とした。（図 5）
収穫量 1 kgあたりのエネルギー量は少ない農家で約 8,000kJ/kg、最も多い農家では約 47,000kJ/
kgであった。トマト・ミニトマトを別にみると、トマトの収穫量 1 kgあたりのエネルギー量の 1戸
あたりの平均が約 13,500kJ/kgで、ミニトマトについてはトマトの約 3倍のエネルギーが投入され
ていた。
断熱カーテン
図５ 収穫量 1kgあたりの加温エネルギー量
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2）輸入流通エネルギーとの比較
輸入時の流通エネルギーとの比較により、環境負荷を評価した。トマトの輸入時流通エネルギー
は、輸入相手国 1位の大韓民国から日本までは約 1,000kJ/kg、同様に 2位のカナダで約 5,700kJ/kg、
3位のアメリカでは約 10,500kJ/kgであると算出されている??。
トマト 1 kgあたりの加温エネルギーの平均が約 13,500kJ/kgであるから、大韓民国から日本まで
の流通エネルギーの 13.5倍、カナダからの 2.4倍、アメリカからの 1.3倍と、いずれも上回っている。
また、さらに加温エネルギーの大きなミニトマトにおいては、大韓民国からの流通エネルギーの約
40倍であることが明らかとなった。なおミニトマトは、大韓民国で日本向けに大量に生産されてい
る??。
⑷ バイオマス熱利用の導入の条件
現在の重油ボイラーの多くは石油ショック以降の設置であり、当初から重油使用の施設であるた
め、過去にバイオマス利用の経験があるところは少ない。調査した中では、数年前まで補助加温に
自家製（鉄工所に依頼）木材ボイラーを利用していたところが 1施設あっただけである。この設備
は、夕方、手動点火で木材を焚いて帰り、夜中に自然鎮火するという、簡便な構造のものであった。
重油節減率は 1～ 2割程度であったという。
現状の農家の状況から、夜間の自動制御（無人化）は不可欠であり、この点で、温度低下に応じ
て自動点火のできる重油にアドバンテージがある。したがって、あくまで現状の重油ボイラーを主
な熱源として残し、バイオマスを効率のよい補助加温装置（夜間 1回のみの自動点火）として使い、
夜中から明け方の最低温時間の重油使用量を節減する方法が実用的と考えられる。
この場合の目標を重油 5割節減とすると、たとえば、施設面積 20a、年間A重油使用量 10㎘の施
設において 5㎘の節減、代わりにほぼ同等のエネルギーを得られる約 10トンの木質バイオマスをエ
ネルギー利用する試算となる。A重油価格 60円/ℓとすれば節減経費は約 30万円と試算され、これ
をバイオマス導入の原資にあてることができる。
まとめ
今回の調査から、温室施設における冬期の加温には、約 8,000～47,000kJ/kgのエネルギーが投入
されており、この値はトマトの輸入相手国 1位の大韓民国から日本までの流通エネルギーの約 8
～47倍にあたることから、施設園芸による加温には非常に多くのエネルギーが投入されていること
が明らかとなった。最近ではフードマイレージのような輸送距離による環境負荷に注目する考え方
が取り上げられているが、流通エネルギーの少ない地産地消の農作物であっても付加価値をつける
ための工夫（冬期の加温）によっては大きな環境負荷となる場合があることが明らかになった。
都市近郊型の農業において、加温による高付加価値の作物は商品として重要であり、その生産の
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ために必要なエネルギーを環境負荷の小さいものへ転換していくことが望まれる。施設の加温の場
合、熱利用であることを考えれば、機器が複雑で初期投資のかさむガス化ではなく、チップやペレッ
トの直接燃焼での目的は達成できるだろう。ただし、現在の重油ボイラーには自動運転が可能であ
るという利点があるので、これを全廃するのではなく、バイオマスエネルギー利用とのハイブリッ
ド運転が有効であると考えられる。
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